
 

● 厚労省が被曝

から 60年経って

公文書の存在を

認め、ついに開示

させたビキニ水爆実験被災船員の立場に

立った県の対応を求めました。開示された

2014年 9月から数えて、3回目の質問とな

りました。 

この 2年間で、県は健康相談会を 3か所

で実施、県民の不安にこたえてきまし

た。また、今年になって、被曝した元

被災船員やご遺族の皆さんが集団で、

労災や遺族年金など救済を求め、申請

を行い、また、国家賠償を求める集団

訴訟に 45名もの方々が立ち上がって

います。 

答弁された事項の具体的な手立てを

求め、関係者の方々と力を合わせます。 

吉良富彦事務所 855-9439 愛宕商店街 

議会控室       823-9524 県議会内 

 

法律･生活相談 無料

●11月 10日(木)午後６時～８時  

●場所 愛宕商店街 吉良事務所 

●皿田幸憲弁護士(よつば法律事務所) 

問合せ：088-855-9439 
※毎月第 2木曜日に開催。お気軽にご利用下さい。 


